


















































































































































































































































































































































































































































































事例 モデルの概要 標準ケLスでの予測結果 CO2削減対策とその影響
後藤則行　詳細なエネルギー部門を
（1991）　持つ動態的市場均衡モデ
　　　　　ル，一次エネルギー一　5種
　　　　　類，二次エネルギー9種
　　　　　類，　需要音βP弓は産i業i9音K
　　　　　門と民生部無計画期間は
　　　　　！gge－204e年
筑井甚吉　動学化された産業連関の
（1991）’@計画モデルで，計画期間
　　　　　　中の消費のフローを最大
　　　　　化する消費ターンパイ
　　　　　　ク・モデル，産業22部門，
　　　　　計画期間は1989－2010年
山地憲治
（1990）
??????ー?
伴　金美
（1991）　’
山崎茂樹
（1991＞
森　俊介
（1990）　．
世界エネルギーモデル，
多部門モデル，エネルギ
ー間競合モデル，9地域
モデルからなる中間経
済・予測モデル，
産業13部門，エネルギー
10種類，1988－2005
年を対象。
一般的なマクW経済モデ
ルに簡略なエネルギーモ
デルを連結して，
エネルギ・一・一・価格や省エネ
投資の影響をモデル化，
1988－2010年を対象。
エネルギー価格により要
素代替や技術進歩を決定
する産業モデルと動学的
な最適行動を決定する消1
費需要モデルを中心とし
たマクロ計量モデル，
1991－2000年半対象。
一般的なマクロ経済モデ
ルに，エネルギー価格と
省エネ投資の影響を反映
できるよう改良し，課徴
金の効果と税収の省エネ
への還元効果を分析，
1990－2010年を対象。
エネルギー価格や供給量
制限による消費者余剰の
変化を分析する簡略な計
量経済モデル，一次エネ
ルギー5種類，二次8種類，
コジェネ導入を設定，
1988－2020年を対象。
・GNP平均増加率：
3．42％（～2000年）・
　（年当たり）
3．18％（～2010年）
・CO，排出量増加率：
2．73％（～2000年）
　、（年当たり）
L53％〈～2010年）
・GNP平均増加率：
3．8％（～2000年）
　（年当たり）
2．7％（～2010年）
・CO2排出量増加率：
2．0％（～2000年）
　（年当たり）
1．5％（～2010年）
・GNP平均増加率：
3．9％（～2000年）
　（年当たり）
3．1％（～2005年）
・CO2排出量増加率：
2．2％（～2000年）
　（年当たり）
0．9％（～2005年）
・GNP平均増加率：
3．8％（～2000年）
　（年当たり）
・CO2排出量増加率：
2．8％（～2000年）
　（年当たり）
・GNP平均増加率：
3．53％（～2000年）
　（年当たり）
・CO2排出量増加率：
2。3％（～2000年）
　（食当たり）
・CO2排出量安定化の
．3．63％（全期間）
　（年当たり）
・CO尉非出量増力乾元：
0．67％（全期間）
　（年当たり）
eGNP平均増加率：
3．75％（～2000年）
　（年当たり）
3．25％（2000年～）
・CO2排出量増加率：
1。58％（～2000年）
　（年当たり）
0．47％（2000年～）
・CO，排出量安定化の為25，
000円／炭素トンの炭素税が
必要（今後50年間の平均）
・この課税によるGNPの減
少は0．5％程度（対標準，全期
間平均，税収還元あり）
・家計部門エネルギー消費
の伸率を半分に，産業部門
も石油ショック程度の省工
不モアル，
・この対策によるGNP
の減少はなし
・CO2排出：量安定化の為
31，500円／炭素トンの炭素
税が必要（全期間平均〉
・この課税によるGNPの
減少は期間内最大6．0％程
度（対標準シナリオ，税収
還元有り）。
・CO，排出量安定化の為石
炭100％。石油80％，LNG
60％課税1995年～導入。
・この課税によるGNPの
減少は期間内最大6．0％程
度（対標準シナリオ，税収
還元有り）
・CO2排出量安定化の為石
炭30％。石油24％，LNG
16％課税を導入。
・課税によるGNPの減少
は1991年！．1％～2000年0．3
％（対標準シナリオ税収還
元有り）。
・　CO2排出量安定化の為
エネルギー課徴金150％
を課し税収を省エネ投資
に向ける
・この対策によるGNP
の減少はなし。
・　CO、排出量安定化の為
17．500円／炭素トンの炭素
税が必要。（全期間平均）
・この課税によるGNPの
減少は期間内最大3．6％
（対標準シナリオ，税収還
元有り）
出所：石　弘光編「環境税」より再掲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環　境　税　　25
の影響が誤解され，初期の政策目的が薄れて実施されるか，また政策そのものが実施されなくな
る可能性も大きい。特に環境税（炭素税）の場合，そのような傾向に成り易い。途上国における
環境保全諸施策の実施拒否が著しいのもこの問題に起因する。「温暖化枠組条約」は既に調印さ
れているが，途上国のより容易な参加のために，また条約のより具体的な目標・戦略策定のため
に，逆進性の問題は今後も十分な注意が払われるべき問題であると考える。
　わが国においては，公害対策基準法が1967年に制定され，70年代末の六つの法律の制定を見，
環境関連法は，一応整備された。しかし，これらの体系は，国内の公害抑制を第一目的とし，規
制的手法を中心とする公害対策基本法，自然環境保全法の枠組みとなっており，最近の地球環境
問題，並びに都市・生活型公害問題，また環境教育の重要性，市民運動の必要性といった環境問
題の領域の広がりに対応できなくなってきた（環境庁　1994）。この様な背景から1993年第128回
国会においてll月12日「環境基本法」及び「環境基本法の施行に伴う関係法律の整備等に関する
法」が成立している。この環境基本法はわが国における地球温暖化対策としての環境税（エネル
ギー・炭素税）の導入可能性開いたものと言えるが，環境税（エネルギー・炭素税）の導入にあ
たっては，本論後半で展開された税が持つ所得分配への影響について十分な検討が期待されると
ころである。
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